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研究成果の概要： 
 本研究は、既存ストックの再生を目指す公的な都市更新事業と、市場原理による住宅へ
の再投資が進むドイツ・ミュンヘン、また 1990 年代以降に市場主義経済のもとで都市更
新が進められているポーランド・ポズナニを事例として、都市の形態的・社会的変容とい
う観点から、都市更新の持続的な展開に必須となる地域的要因を明らかにする。ミュンヘ
ンでは 1970 年代以降に都市再生政策が本格的に導入され、都市更新事業などの複数の施
策が実施され、既成市街地が面的に改善されていった。建築物の形態的側面では、都市更
新事業の実施区域や、都市政策上の重点開発地域を含めた都心周辺において都市再生が活
発である。こうした都市再生政策の実施を契機として、衰退地域が居住地としての魅力を
回復させた。一方、ポズナンでは、都市空間が社会的・経済的に大きく変容しており、こ
うした変化は公的事業である都市更新事業や国内外からの直接投資に基づいた商業施設更
新により引き起こされている。とくに中心商店街では、消費者ニーズに対応した業種転換
が活発であり、景観が急速に変容するだけでなく、人口構造も大きく変化している。ただ
し、都市更新事業はこれまで実施件数はわずかであり、事業実施にあっては EU からの補
助金に大きく依存しているという課題も明らかとなった。 
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１．研究開始当初の背景 
 日本では近年、大都市の既成市街地におけ
る老朽化住宅の維持・管理が社会的課題にな

りつつあるが、それらに対する対策は貧弱で
あるといわざるを得ない。一方、公的資金の
有限性や受益者負担との整合性を考えた場



合、公的事業とともに、市場原理・投資に基
づいた住宅地域の更新が必要であり、都市域
全体での持続的な都市更新においては、都市
計画上の事業とともに、住民による自助努力
の結果である住宅の更新の進展も重要な役
割を担う。都市更新に関する研究では、欧米
でのインナーシティーにおけるジェントリ
フィケーションなどの都市衰退地域の変容
過程や、都市内部における公的な都市更新事
業の影響が分析されてきたものの、これらの
研究は都市更新の一側面を対象としており、
公的事業および市場原理による改変を含め、
都市更新を統一的に分析するものではない。
このため本研究では、公的事業とともに、市
場原理・投資に基づいた中・長期的な形態的、
社会的変容を都市更新として捉え、都市更新
の違いがメソスケールにおいてどの様にあ
らわれ、都市更新の進展する地域においてど
のような地域的な基盤が存在するのかをま
ず検討する。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、既存ストックの再生を目指す公
的な都市更新事業が実施されるとともに、市
場原理による住宅への再投資が進むドイ
ツ・ミュンヘン、および 1990 年代以降に市
場主義経済のもとで都市更新が進められて
いるポーランド・ポズナニを事例として、都
市の形態的・社会的変容という観点から、都
市更新の持続的な展開に必須となる地域的
要因を明らかにすることを目的とする。具体
的には、次の 2 つの側面から研究を進めた。 
 
(1)ミュンヘンでの都市再生政策に伴って
生じる空間再編の地域的差異 
 まず、ドイツのミュンヘンを事例として、
都市再生政策の展開過程を整理し、1980
年から 2000 年における都市空間の形態
的・社会経済的変化という視点から都市更
新の実態を分析することを通し、都市再生
政策に伴って生じる空間再編の地域的差異
の特徴を考察する。 
 
(2)ポズナンにおける都市再生の地域的特性 
 さらに、1990 年代以降に市場主義経済の
もとで都市再生が進められているポーラン
ド・ポズナンを事例として、公的事業を通
した都市空間再編という側面、また中心商
業地域を事例とする都市中心地域の社会空
間変容という側面から都市再生の進展に関
する地域特性を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 従来の研究では、メソスケールとミクロス
ケールの両面から都市更新の地域的条件が
分析されることは僅少であったため、本研究
では、ドイツとポーランドの都市を対象とし、

定量的な視点から形態的変化および社会的
変化を都市規模のメソスケールで分析し、都
市内部における都市更新の地域的な差違を
明らかにする。さらに、ポズナンにおいては
事例地区レベルでの現地調査により社会・経
済的基盤を分析する。具体的には次の通りで
ある。 
 
(1)ミュンヘンでの都市再生政策に伴って
生じる空間再編の地域的差異 
 ミュンヘンに関する分析では、市の資料に
基づいて都市再生政策の展開過程をまとめ
るとともに、同市都市計画局が管理する 1980
年と 2000 年の建築物現況データと住民属性
データに基づいて形態的な側面から都市再
生の地域的差異を明らかにし、また同期間に
おける建築物の用途別延床面積の変化から
経済的変化を分析する。さらに、建築環境の
形態的変化が社会的側面に対して与える影
響を考察するため、人口データを用いて社会
的側面にみられる地域変容を分析した。加え
て都市更新事業が多数実施されている都心
周辺における空間変容を明らかにした後、都
市再生政策と都市空間の再編との関連を議
論した。 
 
(2)ポズナンにおける都市再生の地域的特性 
 また、ポズナンに関する分析では、現地調
査の結果に基づいて、都市発展の変遷および
ポーランド国内における当市の社会経済的
位置を概観するとともに、都市更新事業の実
施に伴う地域変容をまとめた。さらに中心商
店街での土地利用調査と聞き取りを行い、そ
の結果に基づいて都市中心地域の地域的変
容を考察する。 
 
４．研究成果 
(1)ミュンヘンでの都市再生政策に伴って
生じる空間再編の地域的差異 
 ミュンヘンでは、長期にわたる住宅不足を
背景として量的充足が優先されたが、1970 年
代以降に居住環境改善を含めた都市再生政
策が本格的に導入された。2000 年までに個別
の既存住宅の改良を促進するための複数の
施策が実施されているほか、都市更新事業に
よって既成市街地が面的に改善された。1976
年以降に実施された都市更新事業を通して
老朽建築物の建替え、物置や住宅の滅失、敷
地内緑化、街路整備といった居住環境改善と
居住機能改良が進められ、1990 年代後半には
コミュニティ施設建設や失業率対策が実施
された。このほかにも積極的な土地利用方針
がとられ、中央駅に至る鉄道跡地や未利用地
などが開発された。 
 建築物の形態的側面からみると、都市再生
の進展には地域差が存在しており、都心 2～
4km 圏に位置する東西の都市更新事業の実施



区域や都市政策上の重点開発地域である中
央駅周辺といった都心周辺地域において都
市再生が活発である。また、土地利用に基づ
いた経済的側面の都市再生では、都心 2～4km
圏の都心周辺における変化が著しく、住宅お
よびオフィスが大幅に増加している。さらに
人口変化に基づいた都市再生の社会的側面
の分析を通して、建物更新が活発である都心
周辺の更新度の「中・高」の地区ではドイツ
人が維持、または増加しており、同時に社会
的活動の中心である 18 歳～64 歳までの生産
年齢人口の割合も高くなっている点が明ら
かとなった。 
 また都心周辺では建築物の中高層化と高
密度化が進展しており、住宅地域の機能が維
持されつつ、オフィスなどの業務機能が拡大
している。中でも都市更新事業区域内および
その周辺に位置する更新度「低」の地区での
オフィス開発が盛んである。かつての鉄道用
地や未利用地などがオフィスを中心とする
都市的土地利用へと変化しており、都市再生
政策を契機として特定地区での業務機能が
拡大している。こうした都市再生政策による
事業が都心周辺という立地条件を有する地
域の開発地としての魅力を高めている。人口
の維持や土地利用の高度化が、都市再生事業
という政策的判断を通じて特定地域におい
て進展しており、選択的な都市更新が進行し
ているといえる。 
 本研究では、都市再生政策が居住地環境を
改良するだけでなく、都心周辺という立地上
の優位性を向上させ、民間開発を促している
ことを明らかとした。こうした結果は、ミュ
ンヘンという大都市に特有なものである可
能性は否定できないが、当市での総合的で複
合的な都市再生政策が、特定地区での形態的、
社会的、経済的な都市再生を進展させている
ことも事実である。都心周辺での住宅地とい
う既存の特性を維持しつつ、未利用地を積極
的に活用させるべく民間資本による再投資
を発生させ、持続させるための諸制度が機能
していると判断できる。 
 なお、他の大規模都市との比較、人口特性
の中長期的な変動、1990 年代後半以降にドイ
ツで本格化した郵便局や鉄道会社の民営化
後の土地再開発の影響などの分析について
は不十分であり、今後の課題としたい。 
 
(2)ポズナンにおける都市再生の地域的特性 
 ポズナンは社会主義時代から中西部の地
方中心都市として発展し、東欧革命後も製造
業のほか、商業や金融業の盛んな有力都市と
して経済発展を遂げている。近年の少子高齢
化を背景として人口が減少しているものの、
当市には高等教育機関が多数立地している
こともあり、周辺地域から若年者層を吸引し
ている。こうした中で都市中心部での建物の

形態的・機能的劣化や社会的・経済的衰退が
一部地域において顕著であるため、市は 2005
年から 2010 年までの中期開発計画を 2004 年
に定め、中心部と郊外の居住環境整備を進め
ている。居住環境整備では郊外での宅地開発
と都心周辺部の衰退地域の再生事業が中核
に据えられ、都市更新事業の事業候補地とし
て 130 を超える地区が選定されている。ただ
し、財政的理由により 2008 年 8 月の時点で
実施されているものはパイロット事業の 2か
所にとどまる。パイロット事業の実施過程に
おいて、実施までに住民との意見交換の場を
複数回確保し、住民と共同しながら事業を進
める制度が構築されている。2008 年 8 月まで
にシュロスカ地区で着手された主な事業は 3
件であり、養護学校の改修、歴史的建築物の
修繕、橋の移築という主に教育施設とインフ
ラストラクチャ整備が行われている。こうし
たインフラ整備に加えて、社会的側面におけ
る地域再生の取り組みが実施されている。た
だし、個別の住居に対する改修事業は行われ
ていないため、個々の住宅内部の維持は住民
によって進められている。 
 商業・サービス分野は当市の経済成長の柱
ともいえ、市内の商業施設や宿泊施設に対し
て直接投資が行われており、国内外の民間投
資により都市中心部には商業施設やオフィ
スビルが数多く建設されている。当市の都市
中心地域には高次の商品を扱っている商業
施設が多数集積しており、周辺地域から多数
の消費者を吸引している。このうち最も代表
的な中心商店街は旧市街地の南東部に位置
する Potwiejska 通りであり、業種構成から
みると大型商業複合施設を核としながら、衣
料品を中心にした小規模の専門店が集積し
ている。2006 年と 2008 年の土地利用調査に
基づいて店舗の業種構成を見ると、業種転換
が活発に行われ、消費者ニーズに沿った活発
な経済活動が行われている。また、所得水準
の向上を背景として比較的高額の商品を扱
う店舗が増加し、さらに店舗の立地条件の差
異という資本主義的原理に基づいた土地利
用変化が生じている。中心商店街の店舗の上
階（2 階以上）は一般住居として利用されて
おり、こうした住居では都心居住を指向する
若年世帯が増加している。こうした世帯が大
幅な室内リニューアルを実施するとともに、
入居後に住居の改修を自己負担でたびたび
行っている。 
 以上のように、ポーランドをはじめ旧社会
主義国では、経済構造の中心が第１次・第２
次産業から第 3次産業へと急速に変化してお
り、商業・業務機能は都市中心部に進出しつ
つある。ポズナンなどの大都市中心部では商
業・オフィスビル建設、また既存住宅を改修
した商業施設への転用などがみられる。経済
発展を背景として、市当局も積極的に投資を



呼び込もうと様々な計画を立案し、民間投資
の不十分な都心周辺地域を対象とした建築
物の機能的・形態的改良を図りつつある。し
かし、財政難や都市再生関連法規の整備が不
十分であるため、実際に実施される都市再生
事業は少数にとどまっており、公的事業によ
る都心周辺部の居住環境は遅延傾向にある。 
 なお、ポーランドの他の都市における都市
再生の実態や、1990 年代以降 EU に相次いで
加盟した他の国ぐにの都市における都市再
生の進展に関する分析は、今後の課題とした
い。 
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